
令和６年第５回教育委員会定例会議事日程 

 

 

１ 日 時 

令和６年４月２６日（金） 午前９時３０分から 

 

２ 場 所 

島本町役場 ３階 委員会室 

 

３ 議 事  

第１  会議録確認委員の決定 

第２  第 ６ 号報告 島本町教育委員会事務局組織に関する規則の一部改正の臨

時代理について 

第３  第 ７ 号報告 島本町立学校の府費負担教職員の勤務時間、休日、休日等

に関する規則の一部改正の臨時代理について 

第４  第 ８ 号報告 島本町教育委員会指導主事等の給料に関する規則の制定の

臨時代理について 

第５  第２２号議案 島本町新体育館等整備基本計画策定委員会規則の制定につ

いて 

第６  第２３号議案 島本町教育委員会公印規程の一部改正について 

第７  第２４号議案 島本町社会教育委員の委嘱について 

第８  第２５号議案 島本町立小・中学校教科用図書選定委員会委員及び島本町

立小・中学校教科用図書選定委員会調査員の委嘱について 

第９  第２６号議案 島本町立第二中学校学校運営協議会委員の委嘱について 

 



 



第  ６  号 報告  

 

島本町教 育委員 会事務局 組織に 関する規 則の一 部  

改正の臨 時代理 について  

 

教育長に 対する 事務委任 規則（ 昭和３４ 年島本 町教育委 員会 規

則第１号 ）第３ 条第１項 前段の 規定によ り別紙 のとおり 処理し ま

したので 、同項 後段の規 定によ り報告し 、承認 を求めま す。  

 

令和  ６  年  ４  月２６日 提出  

 

島本町教 育委員 会  

教育長   横  山   寛  
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島本町教 育委員 会規則 第  ８  号  

 

島本町教 育委員 会事務局 組織に 関する規 則の一 部を改正 す

る規則  

 

島本町教 育委員 会事務局 組織に 関する規 則 （ 平 成９年島 本町 教

育委員会 規則第 １号）の 一部を 次のよう に改正 する。  

第 ８条教 育総務 課の 項第 ９号 中 「表彰」 を「 教 育長 及び 教育 委

員の 表彰 」に 改 め、同項 第１４ 号中「教 育機関 」の次に 「、保 育

所及び学 童保育 室」を加 え、同 項第１５ 号中 「 、学校」 を「及 び

学校」に 改め 、 同項中第 １６号 から第１ ８号ま で を削り 、第１ ９

号を 第１ ６号 と し、 第２ ０号か ら 第２２ 号まで を ３号ず つ繰り 上

げ、 同項 第２ ３ 号中「第 ２８号 及び第２ ９号」 を「第２ ２号及 び

第２ ３号 」に 改 め、同号 を同項 第２０号 とし、 同項中第 ２４号 を

第２１号 とし 、 第２５号 から第 ２７号ま でを削 り 、第２ ８号を 第

２２号と し、 第 ２９号を 第２３ 号とし、 第３０ 号を削り 、第３ １

号を 第２ ４号 と し、第３ ２号か ら 第４１ 号まで を７号ず つ繰り 上

げる 。  

第 ８条教 育推進 課の項 第 ２号 中 「の採択 」削り 、同項中 第１ １

号を 第１ ８号 と し、第 ７号 か ら 第 １０号ま でを ７ 号ずつ繰 り下げ 、

第１ ４号 の前 に 次の１号 を加え る 。  

 ⒀  学 校保健 衛生に関 する こ と 。  

第８条教 育推進 課の項 中 第５ 号 を第１１ 号とし 、 第４号 を第 １
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０号 とし 、第３ 号 を第９号 とし 、第 ２号の次 に次 の ６号を加 える 。  

 ⑶  教 職員 の 表彰に関 するこ と。  

 ⑷  府 費負担 教職員 の 人事、 給与、福 利厚生 、安全衛 生及び 公

務災害補 償 に関 する こと 。  

 ⑸  府 費負担 教職員 の 職員団 体 に関す ること 。  

 ⑹  前 ２号に 掲げるも ののほ か 、学校 教職員 に関する こと。  

 ⑺  児 童及び 生徒の就 学及び 転退学に 関する こと 。  

 ⑻  学 級編制 に関する こと。  

   附  則  

 この規 則は、 令和６年 ４月１ 日 から施 行する 。  
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第  ６  号報告資料  

 

島本町教育委員会事務局組織に関する規則の一部改正の臨時代理について  

 

１  提案理由  

事務局組織の一部事務分掌の見直しに伴い、所要の改正を行う必要があった

ことから、臨時代理したもの。  

 

２  議案の概要  

教育総務課と教育推進課の項の一部を見直すもの（第８条関係）。  

 

３  新旧対照表  

 

４  施行期日  

  令和６年４月１日  
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第
６
号
報
告
 
参
考
資
料

 

島
本
町
教
育
委
員
会
事
務
局
組
織
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

規
則
新
旧
対
照
表
 

 

改
 
 
 
 
 
正
 
 
 
 
 
案
 

現
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
行
 

（
分
掌
事
務
）
 

第
８
条
 
課
の
事
務
分
掌
は
、
お
お
む
ね
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

 
教
育
総
務
課

 
 
 
 

 
(1
)～

(8
) 

略
 

 
(9
) 

教
育
長
及
び
教
育
委
員
の
表
彰
に
関
す
る
こ
と
。
 

 
(1
0)
～
(1
3)
 
略
 

 
(1
4)

 
事
務
局
、
学
校
そ
の
他
教
育
機
関
、
保
育
所
及
び
学
童
保
育
室
の
職
員
(府

費

負
担
教
職
員
を
除
く
。
)の

人
事
、
福
利
厚
生
、
安
全
衛
生
及
び
公
務
災
害
補
償

に
関
す
る
こ
と
。
 

 
(1
5)

 
事
務
局
及
び
学
校
そ
の
他
教
育
機
関
の
職
員

(府
費
負
担
教
職
員
並
び
に
保
育

所
及
び
幼
稚
園
の
教
職
員
を
除
く
。
)の

研
修
に
関
す
る
こ
と
。
 

    

(1
6)
～
(1
9)
 
略
 

(2
0)

 
学
校
施
設
等
（
保
育
所
及
び
幼
稚
園
を
除
く
。
第
２
２
号
及
び
第
２
３
号
に
 

 
 
お
い
て
同
じ
。）

の
設
置
及
び
廃
止
に
関
す
る
こ
と
。
 

(2
1)

 
略
 

   (2
2)
・
(2
3)
 
略
 

 (2
4)
～
(3
4)
 
略
 

 教
育
推
進
課
 

(1
) 

略
 

（
分
掌
事
務
）
 

第
８
条
 
課
の
事
務
分
掌
は
、
お
お
む
ね
次
の
と
お
り
と
す
る
。
 

 
教
育
総
務
課
 

 
(1
)～

(8
) 

略
 

 
(9
) 

表
彰
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
に
関
す
る
こ
と
。
 

 
(1
0)
～
(1
3)
 
略
 

 
(1
4)

 
事
務
局
、
学
校
そ
の
他
教
育
機
関
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
の
職
員
(府

費

負
担
教
職
員
を
除
く
。
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事
、
福
利
厚
生
、
安
全
衛
生
及
び
公
務
災
害
補
償
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す
る
こ
と
。
 

 
(1
5)

 
事
務
局
、
学
校
 
そ
の
他
教
育
機
関
の
職
員

(
府
費
負
担
教
職
員
並
び
に
保
育

所
及
び
幼
稚
園
の
教
職
員
を
除
く
。
)
の
研
修
に
関
す
る
こ
と
。
 

(1
6)

 
府
費
負
担
教
職
員
の
人
事
、
給
与
、
福
利
厚
生
、
安
全
衛
生
及
び
公
務
災
害
 

補
償
に
関
す
る
こ
と
。
 

(1
7)

 
職
員
団
体
に
関
す
る
こ
と
。
 

(1
8)

 
そ
の
他
学
校
教
職
員
に
関
す
る
こ
と
。
 

(1
9)
～
(2
2)
 
略
 

(2
3)

 
学
校
施
設
等
（
保
育
所
及
び
幼
稚
園
を
除
く
。
第
２
８
号
及
び
第
２
９
号
に
 

お
い
て
同
じ
。）

の
設
置
及
び
廃
止
に
関
す
る
こ
と
。
 

(2
4)

 
略
 

(2
5)

 
児
童
及
び
生
徒
の
就
学
及
び
転
退
学
に
関
す
る
こ
と
。
 

(2
6)

 
学
級
編
制
に
関
す
る
こ
と
。
 

(2
7)

 
教
科
用
図
書
に
関
す
る
こ
と
（
採
択
を
除
く
。
）
。
 

(2
8)
・
(2
9)
 
略
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0)

 
学
校
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健
衛
生
に
関
す
る
こ
と
。
 

(3
1)
～
(4
1)
 
略
 

 教
育
推
進
課
 

(1
)
 
略
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) 
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と
。
 

(3
) 

教
職
員
の
表
彰
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す
る
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と
。
 

(4
) 

府
費
負
担
教
職
員
の
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事
、
給
与
、
福
利
厚
生
、
安
全
衛
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及
び
公
務
災
害
補

償
に
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す
る
こ
と
。
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) 

府
費
負
担
教
職
員
の
職
員
団
体
に
関
す
る
こ
と
。
 

(6
) 

前
２
号
に
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げ
る
も
の
の
ほ
か
、
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教
職
員
に
関
す
る
こ
と
。
 

(7
) 

児
童
及
び
生
徒
の
就
学
及
び
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退
学
に
関
す
る
こ
と
。
 

(8
) 

学
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編
制
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関
す
る
こ
と
。
 

(9
)～
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略
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校
保
健
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関
す
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。
 

(1
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～
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略
 

 

(2
)
 
教
科
用
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材
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に
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す
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と
。
 

       (3
)
～

(6
) 

略
 

 (7
)
～

(1
1)
 
略
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第  ７  号 報告  

 

島本町立 学校の 府費負担 教職員 の勤務時 間、休 日、  

休暇等に 関する 規則の一 部改正 の臨時代 理につ いて  

 

教育長に 対する 事務委任 規則（ 昭和３４ 年島本 町教育委 員 会 規

則第１号 ）第３ 条第１項 前段の 規定によ り別紙 のとお り 処理し ま

したので 、同項 後段の規 定によ り報告し 、承認 を求めま す。  

 

令和  ６  年  ４  月２６日 提出  

 

島本町教 育委員 会  

教育長   横  山   寛  
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島本町教 育委員 会 規則第  ７  号  

 

島本町立 学校の 府費負担 教職員 の勤務時 間、休 日、休暇 等

に関する 規則の 一部を改 正する 規則  

 

島本町立 学校の 府費負担 教職員 の勤務時 間、休 日、休暇 等に関

する規則 （昭和 ４１年島 本町教 育委員会 規則第 １号 ）の 一部を 次

のように 改正す る。  

第１条中 「 。以 下「府費 負担教 職員規則 」とい う。」を削 る。  

第３条の 見出し 中「引率 業務」 を「引率 業務等 」に改め 、同 条

中「、生徒 」を「 又は生徒 」に改 め、「業務 」の次 に「 及び 条例 第

１１条に 規定す る 業務」を 加え、「 府教育委 員会 」を「大阪府 教育

委員会」 に改め る。  

第４条の ２の次 に次の１ 条を加 える。  

（障害の ある職 員につい ての特 例）  

第４条の ３  第 ２条及び 第４条 の規定に かかわ らず、障 害者の 雇

用の促進 等に関 する法律 （昭和 ３５年法 律第１ ２３号。 以下 こ

の条にお いて「法 」とい う。）第２ 条第１号 に規定 する障害 者で

ある職員 のうち 、次に掲 げる職 員につい て、当 該職員の 特性 に

応じた安 定的な 勤務のた めにそ の変更の 必要が あると認 めら れ

る場合に おける 勤務時間 の割振 り及び休 憩時間 は、公務 の運 営

に支障が ない場 合に限り 、校長 が別に定 める。  

⑴  法第 ２条第 ２号に規 定する 身体障害 者、同 条第４号 に規 定
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する知的 障害者 又は法第 ３７条 第２項に 規定す る精神障 害者

である職 員  

⑵  前号 に掲げ る職員の ほか、 当該職員 の特性 により特 に必要

と認める 職員   

第 ５ 条 中 「 、 市 町 村 教 育 委 員 会 」 を 「 市 町 村 教 育 委 員 会 」 に 、

「及び第 １７条 」を「、 第１７ 条（子育 て部分 休業 ）及 び第１ ８

条」に改 める。  

第６条を 第７条 とし、第 ５条の 次に次の １条を 加える。  

（業務量 の適切 な管理）  

第６条  島本町 教育委員 会（以 下「教育 委員会 」という。）は、職

員の健康 及び福 祉の確保 を図る ことによ り学校 教育の水 準の 維

持向上に 資する よう、職 員が業 務を行う 時間（ 公立学校 の教 育

職員の業 務量の 適切な管 理その 他教育職 員の服 務を監督 する 教

育委員会 が教育 職員の健 康及び 福祉の確 保を図 るために 講ず べ

き措置に 関する 指針（令 和２年 文部科学 省告示 第１号） 第３ ⑴

に規定す る在校 等時 間を いう。）から所定 の勤務 時間（公立 の義

務教育諸 学校等 の教育職 員の給 与等に関 する特 別措置法 （昭 和

４６年法 律第７ ７号）第 ６条第 ３項各号 に掲げ る日（代 休日 が

指定され た日を 除く。）以外の 日 における 正規の 勤務時間 をいう 。

以下同じ。）を除 いた時間（以 下「 時間外在 校等時 間」という。）

を次に掲 げる時 間の上限 の範囲 内とする ため、 職員の業 務量 の

適切な管 理を行 うものと する。  

⑴  １か 月につ いて４５ 時間  
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⑵  １年 につい て３６０ 時間  

２  教育 委員会 は、職員 が児童 又は生徒 に係る 通常予見 するこ と

のできな い業務 量の大幅 な増加 等に伴い 、一 時 的又は突 発的に

所定の勤 務時間 外に業務 を行わ ざるを得 ない場 合には、 前項の

規定にか かわら ず、時間 外在校 等時間を 次に掲 げる時間 及び月

数の上限 の範囲 内とする ため、 職員の業 務量の 適切な管 理を行

うものと する。  

⑴  １か 月につ いて１０ ０時間 未満  

⑵  １年 につい て７２０ 時間  

⑶  １か 月ごと に区分し た各期 間に当該 各期間 の直前の １か月 、

２か月、 ３か月 、４か月 及び５ か月の期 間を加 えたそれ ぞれ

の期間に おいて １か月当 たりの 平均時間 につい て８０時 間  

⑷  １年 のうち １か月に おいて 時間外在 校等時 間が４５ 時間 を

超える月 数につ いて６か 月  

３  前２ 項に定 めるもの のほか 、職員の 業務量 の適切な 管理そ の

他職員の 健康及 び福祉の 確保を 図るため に必要 な事項に つい て

は、教育 長が定 める。  

附  則  

この規則 は、 公 布の日 か ら施行 する。  
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第７号報告資料  

 

島本町立学校の府費負担教職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の

一部改正の臨時代理について  

 

１  提案理由  

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する大阪府条例及び同規則の一部改正

に伴い、所要の改正を行うもの。  

 

２  議案の概要  

働き方改革推進のため、より柔軟な勤務時間管理を可能とするため、いわ

ゆる超勤４項目についても勤務時間の割振りを可能とする適用範囲の拡大

及び職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部が改正され、第１８

条（不妊治療休暇）が削除されることに伴い、所要の改正を行う。  

  また、職員の業務量の適切な管理その他職員の健康及び福祉の確保を図る

ための措置などについて、所要の改正を行う。  

  

３  新旧対照表  

 

４  施行期日  

  令和６年３月２９日  
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第
７
号
報
告
 
参
考
資
料

 

島
本
町
立
学
校
の
府
費
負
担
教
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
日
、
休
暇
等
に
関
す

る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
新
旧
対
照
表
 

 

改
 
 
 
 
 
正
 
 
 
 
 
案

 
現
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
行

 

（
趣
旨
）

 

第
１
条
 
こ
の
規
則
は
、
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
日
、
休
暇
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
７

年
大
阪
府
条
例
第
４
号
。
以
下
「
条
例
」
と
い
う
。）
及
び
府
費
負
担
教
職
員
の
勤
務

時
間
、
休
日
、
休
暇
等
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
４
１
年
大
阪
府
教
育
委
員
会
規
則
第
２

号
。
以
下
「
府
費
負
担
教
職
員
規
則
」
と
い
う
。
）
に
基
づ
き
、
島
本
町
立
学
校
に
勤

務
す
る
府
費
負
担
教
職
員
（
以
下
「
職
員
」
と
い
う
。）
の
勤
務
時
間
、
休
日
、
休
暇

等
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

 

 

（
宿
泊
を
伴
う
学
校
行
事
の
引
率
業
務
等
を
行
う
職
員
の
勤
務
時
間
の
割
振
り
）

 

第
３
条

 
宿
泊
を
伴
う
学
校
行
事
に
お
い
て
児
童
又
は
生
徒
を
引
率
す
る
業
務
及
び
条

例
第
１
１
条
に
規
定
す
る
業
務
を
行
う
職
員
の
勤
務
時
間
の
割
振
り
に
つ
い
て
は
、
前

条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
校
長
は
、
大
阪
府
教
育
委
員
会
が
定
め
る
基
準
に
従
い
、

別
に
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

 

（
障
害
の
あ
る
職
員
に
つ
い
て
の
特
例
）

 

第
４
条
の
３
 
第
２
条
及
び
第
４
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等

に
関
す
る
法
律
（
昭
和
３
５
年
法
律
第
１
２
３
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
法
」
と

い
う
。）
第
２
条
第
１
号
に
規
定
す
る
障
害
者
で
あ
る
職
員
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
職

員
に
つ
い
て
、
当
該
職
員
の
特
性
に
応
じ
た
安
定
的
な
勤
務
の
た
め
に
そ
の
変
更
の
必

要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
お
け
る
勤
務
時
間
の
割
振
り
及
び
休
憩
時
間
は
、
公

務
の
運
営
に
支
障
が
な
い
場
合
に
限
り
、
校
長
が
別
に
定
め
る
。

 

⑴
 
法
第
２
条
第
２
号
に
規
定
す
る
身
体
障
害
者
、
同
条
第
４
号
に
規
定
す
る
知
的
障

害
者
又
は
法
第
３
７
条
第
２
項
に
規
定
す
る
精
神
障
害
者
で
あ
る
職
員

 

⑵
 
前
号
に
掲
げ
る
職
員
の
ほ
か
、
当
該
職
員
の
特
性
に
よ
り
特
に
必
要
と
認
め
る
職

員
 

 

（
趣
旨
）

 

第
１
条
 
こ
の
規
則
は
、
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
日
、
休
暇
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
７

年
大
阪
府
条
例
第
４
号
。
以
下
「
条
例
」
と
い
う
。）
及
び
府
費
負
担
教
職
員
の
勤
務

時
間
、
休
日
、
休
暇
等
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
４
１
年
大
阪
府
教
育
委
員
会
規
則
第
２

号
。
以
下
「
府
費
負
担
教
職
員
規
則
」
と
い
う
。
）
に
基
づ
き
、
島
本
町
立
学
校
に
勤

務
す
る
府
費
負
担
教
職
員
（
以
下
「
職
員
」
と
い
う
。）
の
勤
務
時
間
、
休
日
、
休
暇

等
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

 

 

（
宿
泊
を
伴
う
学
校
行
事
の
引
率
業
務
 
を
行
う
職
員
の
勤
務
時
間
の
割
振
り
）

 

第
３
条
 
宿
泊
を
伴
う
学
校
行
事
に
お
い
て
児
童
、
生
徒

 
 
を
引
率
す
る
業
務
＊
＊
＊

＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊

 
 
 
＊
を
行
う
職
員
の
勤
務
時
間
の
割
振
り
に
つ
い
て
は
、
前

条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
校
長
は
、
府
教
育
委
員
会
 
 
が
定
め
る
基
準
に
従
い
、

別
に
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
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改
 
 
 
 
 
正
 
 
 
 
 
案

 
現
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
行

 

（
週
休
日
の
振
替
等
）

 

第
５
条
 
条
例
第
４
条
（
週
休
日
の
振
替
等
）、
第
６
条
（
時
間
外
勤
務
）、
第
７
条
（
宿

日
直
勤
務
）
及
び
第
１
０
条
（
休
日
の
代
休
日
）
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
教
育
委
員
会

＊
が
行
う
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
事
項
並
び
に
条
例
第
１
３
条
（
年
次
休
暇
）、

第
１
４
条
（
病
気
休
暇
）
、
第
１
５
条
（
特
別
休
暇
）
、
第
１
６
条
（
介
護
休
暇
）
、
第

１
６
条
の
２
（
介
護
時
間
）、
第
１
７
条
（
子
育
て
部
分
休
業
）
及
び
第
１
８
条
（
臨

時
的
任
用
職
員
の
休
暇
）
の
規
定
に
よ
る
職
員
の
休
暇
の
処
理
に
つ
い
て
は
、
校
長
が

こ
れ
を
行
う
。

 

 

（
業
務
量
の
適
切
な
管
理
）

 

第
６
条

 
島
本
町
教
育
委
員
会
（
以
下
「
教
育
委
員
会
」
と
い
う
。
）
は
、
職
員
の
健
康

及
び
福
祉
の
確
保
を
図
る
こ
と
に
よ
り
学
校
教
育
の
水
準
の
維
持
向
上
に
資
す
る
よ

う
、
職
員
が
業
務
を
行
う
時
間
（
公
立
学
校
の
教
育
職
員
の
業
務
量
の
適
切
な
管
理
そ

の
他
教
育
職
員
の
服
務
を
監
督
す
る
教
育
委
員
会
が
教
育
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
の

確
保
を
図
る
た
め
に
講
ず
べ
き
措
置
に
関
す
る
指
針
（
令
和
２
年
文
部
科
学
省
告
示
第

１
号
）
第
３
⑴
に
規
定
す
る
在
校
等
時
間
を
い
う
。）
か
ら
所
定
の
勤
務
時
間
（
公
立

の
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
昭
和
４
６
年

法
律
第
７
７
号
）
第
６
条
第
３
項
各
号
に
掲
げ
る
日
（
代
休
日
が
指
定
さ
れ
た
日
を
除

く
。）
以
外
の
日
に
お
け
る
正
規
の
勤
務
時
間
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）
を
除
い
た
時
間

（
以
下
「
時
間
外
在
校
等
時
間
」
と
い
う
。）

を
次
に
掲
げ
る
時
間
の
上
限
の
範
囲
内

と
す
る
た
め
、
職
員
の
業
務
量
の
適
切
な
管
理
を
行
う
も
の
と
す
る
。

 

⑴
 
１
か
月
に
つ
い
て
４
５
時
間

 

⑵
 
１
年
に
つ
い
て
３
６
０
時
間

 

２
 
教
育
委
員
会
は
、
職
員
が
児
童
又
は
生
徒
に
係
る
通
常
予
見
す
る
こ
と
の
で
き
な
い

業
務
量
の
大
幅
な
増
加
等
に
伴
い
、
一
時
的
又
は
突
発
的
に
所
定
の
勤
務
時
間
外
に
業

務
を
行
わ
ざ
る
を
得
な
い
場
合
に
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
時
間
外
在
校
等

時
間
を
次
に
掲
げ
る
時
間
及
び
月
数
の
上
限
の
範
囲
内
と
す
る
た
め
、
職
員
の
業
務
量

の
適
切
な
管
理
を
行
う
も
の
と
す
る
。

 

⑴
 
１
か
月
に
つ
い
て
１
０
０
時
間
未
満

 

⑵
 
１
年
に
つ
い
て
７
２
０
時
間

 

⑶
 
１
か
月
ご
と
に
区
分
し
た
各
期
間
に
当
該
各
期
間
の
直
前
の
１
か
月
、
２
か
月
、

（
週
休
日
の
振
替
等
）

 

第
５
条
 
条
例
第
４
条
（
週
休
日
の
振
替
等
）、
第
６
条
（
時
間
外
勤
務
）、
第
７
条
（
宿

日
直
勤
務
）
及
び
第
１
０
条
（
休
日
の
代
休
日
）
の
規
定
に
よ
り
、
市
町
村
教
育
委
員

会
が
行
う
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
事
項
並
び
に
条
例
第
１
３
条
（
年
次
休
暇
）、

第
１
４
条
（
病
気
休
暇
）
、
第
１
５
条
（
特
別
休
暇
）
、
第
１
６
条
（
介
護
休
暇
）
、
第

１
６
条
の
２
（
介
護
時
間
）
及
び
第
１
７
条
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
臨

時
的
任
用
職
員
の
休
暇
）
の
規
定
に
よ
る
職
員
の
休
暇
の
処
理
に
つ
い
て
は
、
校
長
が

こ
れ
を
行
う
。
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改
 
 
 
 
 
正
 
 
 
 
 
案

 
現
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
行

 

３
か
月
、
４
か
月
及
び
５
か
月
の
期
間
を
加
え
た
そ
れ
ぞ
れ
の
期
間
に
お
い
て
１
か

月
当
た
り
の
平
均
時
間
に
つ
い
て
８
０
時
間

 

⑷
 
１
年
の
う
ち
１
か
月
に
お
い
て
時
間
外
在
校
等
時
間
が
４
５
時
間
を
超
え
る
月

数
に
つ
い
て
６
か
月

 

３
 
前
２
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
職
員
の
業
務
量
の
適
切
な
管
理
そ
の
他
職
員
の
健

康
及
び
福
祉
の
確
保
を
図
る
た
め
に
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
は
、
教
育
長
が
定
め
る
。

 

 

（
委
任
）

 

第
７
条
 
こ
の
規
則
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
教
育
長
が
定
め
る
。

 

       

（
委
任
）

 

第
６
条
 
こ
の
規
則
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
教
育
長
が
定
め
る
。
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第  ８  号 報告  

 

島本町教 育委員 会指導 主 事等の 給料に関 する 規 則の  

制定の臨 時代理 について  

 

教育長に 対する 事務委任 規則（ 昭和３４ 年島本 町教育委 員会 規

則第１号 ）第３ 条第１項 前段の 規定によ り別紙 のとおり 処理し ま

したので 、同項 後段の規 定によ り報告し 、承認 を求めま す。  

 

令和  ６  年  ４  月２６日 提出  

 

島本町教 育委 員 会  

教育長   横  山   寛  
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島本町教 育委員 会 規則第  ６  号  

 

島本町教 育委員 会指導主 事等の 給料に関 する規 則  

 

（ 趣旨）  

第１条  この規 則は、一 般職の職 員の給与 に関す る条例 (昭 和２６

年島本町 条例第 ５２号。以 下「一 般職給与 条例」という。 )第 ９

条の３の 規定に 基づき、 同条に 規定する 指導主 事その他 の職員

(以下「指 導主事 等」とい う。 )の 給料を決 定する ことに関 し必

要な事項 を定め るものと する。  

 （初任 給）  

第２条  指導主 事等の初 任給を 決定する 場合に おいては 、その 採

用後１年 間（以 下この項 におい て「対象期 間」と いう。）に当 該

指 導 主 事 等 に 支 給 す る こ と と な る 給 料 及 び 手 当 (一 般 職 給 与 条

例に規定 する手 当のうち 、給与 制度の相 違等を 考慮し、 本町が

支 給 す る 手 当 に 算 入 す る こ と が 適 当 で あ る も の と し て 別 表 の

左 欄 に 掲 げ る 手 当 に 限 る 。 )の 合 計 額 と 当 該 指 導 主 事 等 が 本 町

に 採 用 さ れ な い で 引 き 続 き 一 般 職 給 与 条 例 第 ９ 条 の ３ に 規 定

す る 府 費 負 担 教 職 員 で あ っ た と 仮 定 し た 場 合 に お い て 対 象 期

間 に 支 給 さ れ る こ と と な る 給 料 及 び 手 当 (職 員 の 給 与 に 関 す る

条例 (昭和 ４０年 大阪府条 例第３ ５号。以下「府条 例」と いう 。)

に規定す る手当 のうち、 給与制 度の相違 等を考 慮し、当 該仮定

し た 場 合 に 支 給 さ れ る 手 当 に 算 入 す る こ と が 適 当 で あ る も の
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として同 表の右 欄に掲げ る手当 に限る。 次項に おいて「 仮定の

手当」と いう。 )の合計額 (第３項 において 「仮定 の給与」 とい

う 。 )と の 均 衡 を 失 す る こ と の な い よ う に 算 定 を 行 う も の と す

る。  

２  府条 例の規 定により 仮定の 手当の算 定の基 礎となる 給料に 公

立 の 義 務 教 育 諸 学 校 等 の 教 育 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 特 別 措 置

法（昭和 ４６年 法律第７ ７号） 第３条第 １項に 規定する 教職調

整額が含 まれる ときは、 当該給 料から当 該教職 調整額を 除いて

その算定 を行う ものとす る。   

３  指導 主事等 が本町に 採用さ れる直前 に休暇 の取得そ の他そ の

責 め に 帰 す る こ と が で き な い 事 由 に よ り 給 料 及 び 手 当 が 減 額

されてい たとき は、その 減額が なかった ものと して 仮定 の給与

の算定を 行うも のとする 。  

（昇給）  

第３ 条  指導主 事等の昇 給の実 施につい ては、 前条第１ 項及び 第

２項の規 定を準 用する。 この場 合におい て、同 条第１項 中「初

任給を決 定する 場合にお いては 、その採用 後」とあ るのは、「昇

給を行う 場合に おいては 、その 昇給後」 と読み 替えるも のとす

る。  

（ 給料の 特例 ）  

第４条  指導主 事等に支 給する 給料の月 額を定 める場合 におい て、

一 般 職 給 与 条 例 第 ３ 条 第 １ 項 の 給 料 表 に 掲 げ る 号 給 に よ り 難

いときは 、当該 給料表に 掲げる 給料月額 のほか 、その差 額に相
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当する額 を給料 として支 給する 。  

（ 委任）  

第５条  この規 則に定め るもの のほか、 この規 則の施行 に関し 必

要な事項 は、教 育長が定 める。  

附  則  

（施行期 日）  

１  この 規則は 、令和 ６ 年４月 １ 日から 施行す る。  

（ 経過措 置 ）  

２  この 規則の 施行の日 前に本 町に採用 された 指導主事 等 につ い

ては、一 般職の 職員の給 与に関 する規則 （昭和 ２６年島 本町規

則第５３ 号）第 １０条に 定める 日のほか 、この 規則の施 行の日

に第３条 の規定 による昇 給を行 うものと する。  

別表 (第２ 条関係 ) 

１  本 町 に 採 用 さ れ る 前 に 受 け て い た 給 与 に 府 条 例 に 規 定 す

る管理職 手当が 含まれる 場合  

地域手当  地域手当  

期末手当  期末手当  

勤勉手当  勤勉手当  

管理職手 当  管理職手 当  

 義務教育 等教員 特別手当  

２  本 町 に 採 用 さ れ る 前 に 受 け て い た 給 与 に 府 条 例 に 規 定 す

る管理職 手当が 含まれな い場合  
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地域手当  地域手当  

期末手当  期末手当  

勤勉手当  勤勉手当  

 義務教育 等教員 特別手当  
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第  ８  号報告資料  

 

島本町教育委員会指導主事等の給料に関する規則の制定の臨時代理につい

て  

 

１  提案理由  

一般職の職員の給与に関する条例第９条の３の規定に基づき、指導主事等の

給料を決定することに関し必要な事項を定めるため、新たに制定する必要があ

ったことから、臨時代理したもの。  

 

２  議案の概要  

⑴  趣旨について定めるもの（第１条関係）。  

⑵  初任給について定めるもの（第２条関係）。  

⑶  昇給について定めるもの（第３条関係）。  

⑷  給料の特例について定めるもの（第４条関係）。  

⑸  委任について定めるもの（第５条関係）。  

 

３  施行期日  

  令和６年４月１日  
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第２ ２号 議案  

 

島本町新 体育館 等整備基 本計画 策定委員 会規則 の  

制定につ いて  

 

 教育長 に対す る事務 委 任規則 （昭和３ ４ 年島 本町教育 委員会 規

則第１号 ）第 １ 条第１項 第１２ 号の規定 に基づ き、議決 を求め ま

す。  

 

令和  ６  年  ４  月２６日 提出  

 

島本町教 育委員 会  

教育長   横  山   寛  
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島本町教 育委員 会規則 第    号  

 

島本町 新 体育館 等整備基 本計画 策定委員 会 規則  

 

（ 趣旨）  

第 １ 条  こ の 規 則 は 、 島 本 町 執 行 機 関 の 附 属 機 関 に 関 す る 条 例

（ 平 成 ２ ４ 年 島 本 町 条 例 第 ２ １ 号 。 以 下 「 条 例 」 と い う 。） 第

６ 条の規 定 に基 づき、島 本町 新 体育館等 整備 基 本計画 策 定委 員

会 （ 以 下 「 委 員 会 」 と い う 。） の 組 織 及 び 運 営 に 関 し 必 要 な 事

項 を定め る もの とする。  

（ 組織）  

第 ２ 条  委 員 会 の 委 員 （ 以 下 「 委 員 」 と い う 。） の 定 数 及 び 構 成

は 、条例 別表 に 掲げると おり と し、構成 する 委 員の具体 的 な 人

数 は、次 の 各号 に掲げる 区分 に 応じ、当 各各 号 に定める とお り

と する。  

 ⑴  学 識経験 を有する 者  ２ 人以内  

 ⑵  町 の関係 団体 が推 薦する 者  ３人 以内  

 ⑶  町 立小・ 中学校長  ２人 以内  

 ⑷  住 民  １ 人以内  

（ 委員の 任期 ）  

第３条  委員 の 任期は、 委嘱の 日から新 体育館 等整備基 本計画 の

策定が完 了 する 日までと する。 ただし、 補欠委 員 の任期 は、 前

任者の残 任期間 とする。  
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（ 委員長 及 び副 委員長）  

第４条  委員会 に委員長 及び副 委員 長各 １人を 置き、委 員の互 選

に よって こ れを 定める。  

２  委員 長 は、 会務を総 理し、 委員会を 代表す る。  

３  副委 員長 は 、委員長 を補佐 し、委員 長 に事 故 がある とき又 は

委員長が 欠 けた ときは、 その 職 務を代理 する。  

（ 会議）  

第 ５ 条  委 員 会 の 会 議 （ 以 下 「 会 議 」 と い う 。） は 、 委 員 長 が 招

集 し、委 員長 が その議長 とな る 。  

２  会議 は、 委 員の過半 数 が出 席 しなけ れば開 くことが できな い 。  

３  会議 の議事 は、出席 委員の 過半数で 決し、 可否同数 のとき は 、

議長の決 す ると ころによ る。  

（ 意見等 の 聴取 ）  

第６条  委員会 は、必要 がある と認める ときは 、会議に 委員以 外

の 者の出 席 を求 め、その 意見 又 は説明を 聴く こ とができ る。  

（ 庶務）  

第７条  委員会 の庶務は 、教育 委員会 事 務局 教 育 こども 部生涯 学

習課にお い て処 理する。  

（ その他 ）  

第８条  この 規 則に定め るもの のほか、 委員会 の運営に 関し必 要

な 事項は 、 教育 長 が定め る。  

附  則  

 （ 施行 期日 ）  
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１  この 規則 は 、公布の 日から 施行する 。  

 （ 会議 招集 の 特例）  

２  第５ 条第１ 項の規定 にかか わらず、 委員長 が選出さ れてい な

い 場合に あ って は、教育 委員会 が会議を 招集 す る。  
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第２２号議案資料  

 

島本町新体育館等整備基本計画策定委員会の制定について  

 

１  提案理由  

島本町新体育館等整備基本計画策定委員会の組織及び運営に関し、必要な事

項を定めるもの。  

 

２  議案の概要  

⑴  組織について規定するもの（第２条関係）。  

⑵  委員の任期について規定するもの（第３条関係）。  

⑶  委員長及び副委員長について規定するもの（第４条関係）。  

⑷  会議について規定するもの（第５条関係）。  

⑸  意見等の聴取について規定するもの（第６条関係）。  

⑹  庶務等について規定するもの（第７条、第８条関係）。  

 

３  施行期日  

  公布の日  
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第２ ３号 議案  

 

島本町教 育委員 会公印規 程の 一 部改正に つい て  

 

 教育長 に対す る事務 委 任規則 （昭和３ ４ 年島 本町教育 委員会 規

則第１号 ）第 １ 条第１項 第１２ 号の規定 に基づ き、議決 を求め ま

す。  

 

令和  ６  年  ４  月２６日 提出  

 

島本町教 育委員 会  

教育長   横  山   寛  
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島本町教 育委員 会訓令 第   号  

 

島本町教 育委員 会公印規 程の一 部を改正 する訓 令  

 

島本町教 育委員 会公印規 程 （ 平 成９年島 本町 教 育委員会 規程 第

２号 ）の 一部を 次のよう に改正 する。  

第１０条 を次の ように改 める。  

（公印の 押印手 続）  

第１０条  公印 の押印を しよう とする者 は、次 の各号に 掲げる 押

印すべき 文書の 決裁方法 の区分 に応じ、 当該各 号に定め る方 法

により、 公印の 管守者又 は公印 取扱責任 者に押 印の承認 を求 め

なければ ならな い。  

⑴  文 書 管 理 シ ス テ ム を 用 い た 電 子 決 裁 の 方 法 に よ る 決 裁  

文書管理 システ ムにより 押印の 承認の依 頼をし た上 で、 押印

すべき文 書を提 示するこ と。  

⑵  文 書 管 理 シ ス テ ム を 用 い た 電 子 決 裁 以 外 の 方 法 に よ る 決

裁  文 書 管 理 シ ス テ ム に よ り 押 印 の 承 認 の 依 頼 を し た 上 で 、

押印すべ き文書 及び決裁 文書を 提示する こと 。  

⑶  前 ２ 号 に 掲 げ る 決 裁 方 法 以 外 の 方 法 に よ る 決 裁  押 印 す

べき文書 及び決 裁文書を 提示す ること。  

２  公印 の管守 者又 は公 印取扱 責任者は 、前項 の規定に よる承 認

の求めが あった ときは、 次に掲 げる事項 を確認 して、公 印の 押

印を承認 するも のとする 。  
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⑴  所定 の決裁 手続を経 ている こと。  

⑵  文書 として 適正なも のであ ること。  

⑶  その 公印の 用途に適 合して いるこ と 。  

附  則  

この訓令 は、 令 達の日 か ら施行 し、令和 ６年 ４ 月１日か ら適 用

する。  
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第２３号議案資料  

 

島本町教育委員会公印規程の一部改正について  

 

１  提案理由  

文書管理・電子決裁システムの導入に伴い、公印の押印に係る手続を変更す

るため、所要の改正を行うもの。  

 

２  報告の概要  

公印の押印について、決裁文書管理システムにより押印の承認の依頼をす

るなど、手続の方法を改めるもの（第１０条関係）。  

 

３  新旧対照表  

 

４  施行期日  

  令達の日（令和６年４月１日から適用）  
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第
２
３
号
議
案
 
参
考
資
料

 

島
本
町
教
育
委
員
会
公
印
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令
新
旧
対
照
表
 

 

改
 
 
 
 
 
正
 
 
 
 
 
案
 

現
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
行
 

（
公
印
の
押
印
手
続
）
 

第
１
０
条

 
公
印
の
押
印
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
押
印
す
べ
き
文

書
の
決
裁
方
法
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
方
法
に
よ
り
、
公
印
の
管
守
者

又
は
公
印
取
扱
責
任
者
に
押
印
の
承
認
を
求
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

⑴
 
文
書
管
理
シ
ス
テ
ム
を
用
い
た
電
子
決
裁
の
方
法
に
よ
る
決
裁

 
文
書
管
理
シ

ス
テ
ム
に
よ
り
押
印
の
承
認
の
依
頼
を
し
た
上
で
、
押
印
す
べ
き
文
書
を
提
示
す
る

こ
と
。
 

⑵
 
文
書
管
理
シ
ス
テ
ム
を
用
い
た
電
子
決
裁
以
外
の
方
法
に
よ
る
決
裁

 
文
書
管

理
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
押
印
の
承
認
の
依
頼
を
し
た
上
で
、
押
印
す
べ
き
文
書
及
び
決

裁
文
書
を
提
示
す
る
こ
と
。
 

⑶
 
前
２
号
に
掲
げ
る
決
裁
方
法
以
外
の
方
法
に
よ
る
決
裁

 
押
印
す
べ
き
文
書
及

び
決
裁
文
書
を
提
示
す
る
こ
と
。
 

２
 
公
印
の
管
守
者
又
は
公
印
取
扱
責
任
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
承
認
の
求
め
が
あ

っ
た
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
確
認
し
て
、
公
印
の
押
印
を
承
認
す
る
も
の
と
す

る
。
 

⑴
 
所
定
の
決
裁
手
続
を
経
て
い
る
こ
と
。
 

⑵
 
文
書
と
し
て
適
正
な
も
の
で
あ
る
こ
と
。
 

⑶
 
そ
の
公
印
の
用
途
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
。
 

（
公
印
の
使
用
）
 

第
１
０
条
 
公
印
を
使
用
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
押
印
す
べ
き
文
書
に
原
議
又
は
証
拠

書
類
を
添
え
、
公
印
の
管
守
者
又
は
公
印
取
扱
責
任
者
に
請
求
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
 

２
 
公
印
の
管
守
者
又
は
公
印
取
扱
責
任
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
を
受
け
た
と

き
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
審
査
の
上
公
印
を
押
印
し
、
原
議
又
は
証
拠
書
類
の
所
定

欄
に
公
印
押
印
済
み
の
認
印
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

⑴
 
所
定
の
決
裁
手
続
を
経
て
い
る
こ
と
。
 

⑵
 
公
文
書
と
し
て
適
正
な
も
の
で
あ
る
こ
と
。
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第２ ４号 議案  

 

島本町社 会教育 委員 の委 嘱につ い て  

 

 教育長 に対す る事務 委 任規則 （昭和３ ４ 年島 本町教育 委員会 規

則第１号 ）第 １ 条第１項 第１５ 号の規定 に基づ き、議決 を求め ま

す。  

 

令和  ６  年  ４  月２６日 提出  

 

島本町教 育委員 会  

教育長   横  山   寛  
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第２５号 議案  

 

島本町立 小・中 学校教科 用図書 選定委員 会委員 及  

び島本町 立小・ 中学校教 科用図 書選定委 員会調 査  

員の委嘱 につい て  

 

 教育長 に対す る事務 委 任規則 （昭和３ ４ 年島 本町教育 委員会 規

則第１号 ）第 １ 条第１項 第１５ 号及び第 １９号 の規定に 基づき 、

議決を求 め ます 。  

 

令和  ６  年  ４  月２６日 提出  

 

島本町教 育委員 会  

教育長   横  山   寛  
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令和６年度小・中学校教科用図書選定委員会委員名簿（案） 

            

氏   名 所  属 職  名 備   考 

松 本  剛 島本町立第一中学校 校   長 学 校 代 表 

山田 敏博 島本町立第二中学校 校   長 学 校 代 表 

川口 直樹 島本町立第四小学校 校   長 
学 校 代 表 

町教育研究会代表 

笠井 麻耶 島本町立第一中学校 ＰＴＡ副会長 島本町ＰＴＡ連絡協議会代表 

岡 澤  潤 島本町教育委員会 教育推進課長 島本町教育委員会事務局職員 
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令和６年度小・中学校教科用図書選定委員会調査員名簿（案） 

 

 

教  科  所  属  氏  名  職  名  

国  語  

（書写）  

第一中学校  池田 祐真  教諭  

第二中学校  吉田 絵美  教諭  

第二中学校  山田 大地  教諭  

社  会  

（地図）  

第一中学校  森脇 俊介  教諭  

第一中学校  八尋 慧  教諭  

第二中学校  堀 聖二  教諭  

数  学  

第一中学校  篠原 大志  教諭  

第一中学校  石橋 淳一  教諭  

第二中学校  辻 真規子  教諭  

理  科  

第一中学校  小西 広哉  教諭  

第二中学校  三上 裕貴  首席  

第二中学校  濵上 鷹也  教諭  

音  楽  

（器楽）  

第一中学校  浦 恭子  教諭  

第二中学校  岩澤 麻実  教諭  

美  術  
第一中学校  藤原 正  教諭  

第二中学校  久保田 靖久  教諭  

保健体育  

第一中学校  森田 進一郎  教諭  

第二中学校  丸山 倫史  教諭  

第二中学校  天満 菜々子  教諭  

技術・家庭  

第一中学校  濱西 加代子  教諭  

第一中学校  牧野 雄朗  教諭  

第二中学校  和田 ゆかり  教諭  

外国語  

第一中学校  浅田 淳宏  教諭  

第二中学校  嶋田 友梨奈  教諭  

第二中学校  小村 怜  教諭  

道徳  

第一中学校  上島 和  教諭  

第二中学校  堀田 悠輔  教諭  

第二中学校  井上 祐  教諭  

 

※道徳（府専門調査員）：（第一中学校）土屋 豊子     
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第２ ６号 議案  

 

島本町立 第二中 学校学校 運営協 議会委員 の委嘱 に  

ついて  

 

 教育長 に対す る事務 委 任規則 （昭和３ ４ 年島 本町教育 委員会 規

則第１号 ）第 １ 条第１項 第１５ 号の規定 に基づ き、議決 を求め ま

す。  

 

令和  ６  年  ４  月２６日 提出  

 

島本町教 育委員 会  

教育長   横  山   寛  
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令和６年度 島本町立第二中学校 学校運営協議会委員名簿（案） 

 

 

 
氏 名 委員の属性 任期 

 

1 西山 陽子 
対象学校の所在する地域の住民 

（元教育委員） 
令和７年３月３１日まで 

 

2 幸嶋 成幸 
対象学校に在籍する児童生徒の保護者 

（「ひびき」施設長） 
令和７年３月３１日まで 

 

3 小林 麻美子 
対象学校に在籍する児童生徒の保護者 

（ＰＴＡ会長） 
令和７年３月３１日まで 

 

4 池尾 幸司 
対象学校の運営に資する活動を行う者 

（少年補導員） 
令和７年３月３１日まで 

5 南出 孝明 
学識経験者 

（大阪府立島本高等学校教頭） 
令和７年３月３１日まで 
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島本町学校運営協議会規則（抜粋） 

（組織等） 

第８条 協議会は、委員５人以内で組織する。 

２ 協議会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委

嘱し、又は任命する。 

⑴ 対象学校の所在する地域の住民 

⑵ 対象学校に在籍する児童生徒の保護者 

⑶ 対象学校の運営に資する活動を行う者 

⑷ 対象学校の教職員 

⑸ 学識経験者 

⑹ その他教育委員会が適当と認める者 

３ 委員の委嘱又は任命に当たっては、対象学校の校長が教育委員会に対し、当該委員の

推薦を行う。 

 

（任期） 

第１０条 委員の任期は、第８条第２項の規定による委嘱又は任命の日からその日の属す

る年度の末日までとする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 
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